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大
川
美
術
館
で
は
、
今
秋
、「
松
本
竣
介

《
街
》
と
昭
和
モ
ダ
ン
」
展
を
開
催
し

ま
す
。
こ
の
展
覧
会
は
、
公
益
社
団
法

人
糖
業
協
会
と
当
美
術
館
の
コ
レ
ク

シ
ョ
ン
を
あ
わ
せ
て
、
戦
前
、
戦
後
の

昭
和
の
時
代
を
ふ
り
か
え
っ
て
み
る

内
容
で
す
。

　
糖
業
協
会
は
、
1
9
3
6
（
昭
和
11
）

年
、
製
糖
業
を
営
む
会
社
が
集
ま
り
、

社
団
法
人
と
し
て
東
京
有
楽
町
に
創
設

さ
れ
ま
し
た
。
平
成
23
（
2
0
1
1
）

年
に
公
益
社
団
法
人
に
な
っ
て
か
ら
は
、

製
糖
業
に
か
か
わ
る
各
種
の
事
業
、
助

成
活
動
を
し
な
が
ら
、
創
設
期
か
ら
収

集
さ
れ
て
き
た
美
術
コ
レ
ク
シ
ョ
ン
の

貸
与
公
開
も
し
て
い
ま
す
。
そ
の
コ
レ

ク
シ
ョ
ン
は
、
大
型
の
作
品
は
な
い
も

の
の
、
い
ず
れ
も
東
京
の
オ
フ
ィ
ス
ビ

ル
の
各
部
屋
を
飾
る
の
に
ふ
さ
わ
し
い

サ
イ
ズ
の
作
品
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、

そ
の
作
家
の
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
を
み
る
と
、

た
と
え
ば
安
井
曾
太
郎
、
梅
原
龍
三
郎
、

中
川
一
政
、
曾
宮
一
念
な
ど
、
昭
和

戦
前
期
か
ら
戦
後
の
時
代
、
当
時
の

美
術
界
で
は
名
の
知
れ
わ
た
っ
た
画
家

た
ち
の
成
熟
し
た
作
品
が
多
数
ふ
く

ま
れ
て
い
ま
す
。
コ
レ
ク
シ
ョ
ン
は
、

1
9
3
0
年
代
か
ら
70
年
代
に
わ
た
っ

て
い
ま
す
が
、
元
号
で
い
え
ば
昭
和
の

時
代
に
か
さ
な
り
、
と
り
わ
け
戦
前
期

の
モ
ダ
ン
な
時
代
の
息
吹
を
つ
た
え
る

作
品
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
今

回
は
、
同
協
会
の
ご
協
力
の
も

と
所
蔵
す
る
貴
重
な
作
品
61
点

を
展
示
し
ま
す
。

　
一
方
、
当
美
術
館
の
コ
レ
ク

シ
ョ
ン
は
、
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
よ
う
に
、
美
術
館
創
設
者
で

あ
る
大
川
栄
二
の
コ
レ
ク
タ
ー

と
し
て
も
眼
と
独
自
の
歴
史
観

で
つ
く
ら
れ
た
個
人
コ
レ
ク

シ
ョ
ン
で
す
。
そ
し
て
、
そ
の

収
集
の
き
っ
か
け
に
な
り
、
生
涯
に
わ

た
り
愛
好
し
た
松
本
竣
介
の
作
品
が
中

心
で
す
。
松
本
竣
介
も
、
戦
前
期
に
画

家
と
し
て
成
長
し
、
戦
後
ほ
ど
な
く
夭

折
し
た
画
家
で
す
。
彼
が
画
家
と
し
て

生
き
た
時
代
は
、
戦
争
と
い
う
暗
転
す

る
時
代
を
挟
ん
で
、
忍
び
よ
る
暗
い
影

を
感
じ
な
が
ら
も
、
都
市
を
中
心
に
近

代
的
で
、
新
し
い
イ
メ
ー
ジ
を
追
い
求

め
た
モ
ダ
ニ
ズ
ム
の
絶
頂
期
で
し
た
。

そ
の
点
で
、
当
館
が
所
蔵
し
、
彼
の
代

表
作
に
あ
げ
ら
れ
る
《
街
》（
1
9
3
9

年
）
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
彼
も
ま

た
「
昭
和
モ
ダ
ン
」
の
画
家
と
い
え
ま

す
。
そ
こ
で
《
街
》
を
中
心
に
、
二
つ

の
コ
レ
ク
シ
ョ
ン
の
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ

ン
を
ご
覧
い
た
だ
き
、「
昭
和
モ
ダ
ン
」

の
多
彩
な
広
が
り
と
豊
か
さ
を
鑑
賞
し

て
い
た
だ
け
れ
ば
と
願
っ
て
い
ま
す
。

　会
期
：
10
月
16
日
（
土
）
か
ら

　
　
　
　
　
　12
月
12
日
（
日
）
ま
で

（
大
川
美
術
館
館
長
・
田
中
　
淳
）

桐生の誇る日本の名画

1940年

（公益社団法人　糖業協会蔵）
1888年～1955年安井曾太郎

大川美術館（№88）

「女と犬」
「松本竣介《街》と昭和モダン」展から
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令和３年分

年末調整のしかた

法人番号  7 0 0 0 0 1 2 0 5 0 0 0 2

年末調整に関する特設ページを掲載しています。

　国税庁ホームページにおいて、年末調整に関する特設ページを掲載しています。

　特設ページには、動画による年末調整の説明、扶養控除等申告書などの各種様式、従業員向けの説明用

リーフレットなど年末調整の際に役立つ情報を掲載していますので、ご活用ください。

◎　国税庁ホームページ：https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/index.htm

　また、動画による説明は、YouTube にも掲載していますので、ご活用ください。

◎　YouTube：https://m.youtube.com/user/ntachannel

※　国税庁ホームページ及びYouTube に掲載している各動画は、令和３年１０月頃に最新版に更新いたします。

（特設ページ）

（YouTube）

　年末調整に関する疑問は、国税庁ホームページからチャットボットの「税務職員ふたば」

にご相談ください。

　年末調整の各種申告書の書き方や添付する書類に関することなど、主に従業員の方が各種

申告書を作成する際にお問合せの多いご質問について、ＡＩを活用して自動で回答します。
※　公開期間は令和３年１０月頃から１２月下旬までの予定です。

◎　国税庁ホームページ：https://www.chat.nta.go.jp

年末調整でお困りのときは“ふたば”にご相談ください。

税務職員
ふたば

年末調整手続の電子化でバックオフィス業務が効率化！

　年末調整手続の電子化とは、年末調整の際に、

①　従業員が、保険会社等から控除証明書等をデータで取得し、

②　そのデータを「年調ソフト」等に取り込んで従業員が保険料控除申告書などをデータで作成、

③　控除額が自動計算された保険料控除申告書等を勤務先にデータで提供し、

④　勤務先において、提供されたデータを基に年税額を自動計算し、提供されたデータを保管

するもので、保険料控除や配偶者（特別）控除の控除額の検算や控除証明書等のチェックが不要となるなど、

バックオフィス業務が効率化されます。

　また、国税庁では、年末調整手続において、従業員が控除証明書等データを用いて簡便・正確に控除申

告書を作成することができる「年調ソフト」をパソコン・スマートフォンの公式アプリストアなどで無償

提供していますので、ご活用ください。

◎　国税庁ホームページ：https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm

年末調整に係る源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の納期限は、

令和４年１月１１日（火）（納期の特例の承認を受けている場合は、令和４年１月２０日（木））です。
※　その他、給料や報酬などについて源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の納期限については、２ページを確認してください。
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群
馬
県
法
人
会
連
合
会
で
は
、
県
内
の

会
員
企
業
か
ら
の
税
制
に
対
す
る
意
見
・

要
望
を
取
り
ま
と
め
「
令
和
4
年
度
税
制

改
正
に
関
す
る
提
言
書
」
を
策
定
。6
月

18
日
に
斎
藤
県
連
会
長
と
税
制
委
員
会

の
連
名
に
て
、
小
林
全
法
連
会
長
に
提
出

し
た
。

　
提
言
で
は
、
会
員
を
対
象
に
実
施
し
た

「
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

結
果
及
び
各
単
位
会
で
策
定
し
た
提
言
の

内
容
が
集
約
さ
れ
て
い
る
。

　
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
疲
弊
し
た
中
小
企
業

の
回
復
と
コ
ロ
ナ
収
束
後
の
持
続
的
な
成

長
を
促
し
、
経
済
の
回
復
に
主
眼
を
置
く

施
策
を
中
心
に
「
聖
域
を
排
し
た
財
政
健

全
化
」・「
適
正
で
持
続
可
能
な
社
会
保
障

制
度
の
確
立
」・「
デ
ジ
タ
ル
化
を
主
眼
と

す
る
行
政
改
革
の
徹
底
」な
ど
、「
日
本
経

済
の
復
興
と
中
小
企
業
の
活
性
化
」
に
資

す
る
要
望
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

　
今
後
は
全
法
連
税
制
委
員
会
に
お
い

て
、
各
県
連
か
ら
の
提
言
を
ベ
ー
ス
に

「
令
和
4
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提

言
」
を
作
成
す
る
。そ
の
後
は
秋
以
降
に

税
制
委
員
を
中
心
と
す
る
役
員
に
よ
り
、

国
・
全
国
の
地
方
自
治
体
・
政
党
等
に

改
正
実
現
に
向
け
た
要
望
を
展
開
す
る
。

《
基
本
的
な
課
題
》

■
税
・
財
政
改
革

 

（
1
）財
政
健
全
化
に
向
け
て

　
コ
ロ
ナ
禍
対
策
に
よ
り
、
我
が
国
は
多

額
の
財
政
支
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い

る
。我
が
国
に
と
っ
て
、財
政
健
全
化
は
国

家
的
課
題
と
言
う
べ
き
も
の
で
は
あ
る

が
、
新
型
コ
ロ
ナ
が
収
束
す
る
ま
で
は
一

時
棚
上
げ
状
態
で
や
む
を
得
ず
、
コ
ロ
ナ

対
策
と
経
済
活
性
化
の
両
立
で
進
め
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。新
型
コ
ロ

ナ
が
収
束
し
た
ら
、
直
ち
に
本
格
的
な
税

制
改
正
に
乗
り
出
せ
る
よ
う
準
備
を
し
て

お
く
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。そ
の
際
に
は

財
政
健
全
化
は
歳
出
・
歳
入
の
一
体
的
改

革
に
よ
っ
て
進
め
て
い
る
こ
と
が
重
要
で

あ
り
、な
か
で
も
、歳
出
に
つ
い
て
は
聖
域

を
設
け
ず
に
分
野
別
の
具
体
的
な
削
減
方

策
と
工
程
表
を
明
示
し
、
着
実
に
改
革
を

実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

 

（
2
）社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的
な

考
え
方

　（
一
）社
会
保
険
全
般
に
つ
い
て
、
給
付

と
負
担
の
在
り
方
を
抜
本
的
に
見
直
す
。

（
二
）医
療
費
の
急
増
を
抑
制
す
る
た
め
に

診
療
報
酬
体
系
の
見
直
し
と
と
も
に
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
の
普
及
に
努
め
る
。（
三
）介
護

保
険
に
つ
い
て
は
、
真
に
介
護
が
必
要
か

否
か
を
明
確
に
し
、
給
付
と
負
担
の
在
り

方
を
見
直
す
。（
四
）
少
子
化
対
策
で
は
、

現
金
給
付
よ
り
保
育
所
や
学
童
保
育
等
を

整
備
す
る
な
ど
の
現
物
給
付
に
重
点
を
置

く
。（
五
）
中
小
企
業
の
経
営
実
態
を
踏
ま

え
、
企
業
へ
の
過
度
な
保
険
料
負
担
を
抑

え
、
経
済
成
長
を
阻
害
し
な
い
よ
う
な
社

会
保
障
制
度
の
確
立
が
求
め
ら
れ
る
。

 

（
3
）行
政
改
革
の
徹
底

　
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
デ
ジ
タ
ル
化
が
急

速
に
進
展
す
る
中
、
世
界
に
後
れ
を
取

る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
最
優
先
事
項
と

し
て
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
対
応
に
取
組
む

必
要
が
あ
る
。
併
せ
て
、
厳
し
い
経
済

状
況
の
中
、
国
民
に
負
担
を
求
め
る
た
め

に
は
、
国
・
地
方
に
お
い
て
、
徹
底
し

た
行
政
改
革
が
必
要
で
あ
る
。
国
民
に

痛
み
を
求
め
る
前
に
「
ま
ず
隗
よ
り
始

め
よ
」
の
認
識
の
下
、
先
ず
は
国
会
議

員
及
び
地
方
議
会
議
員
が
公
約
を
守
り
、

実
行
す
べ
き
で
あ
る
。
以
下
に
つ
い
て
、

期
限
を
定
め
て
改
革
を
断
行
す
る
よ
う

求
め
る
。　
①
国
・
地
方
に
お
け
る
議
員

定
数
の
削
減
、
歳
費
の
抑
制
　
②
国
・

地
方
公
務
員
の
人
員
削
減
、
人
件
費
の

抑
制
　
③
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人

な
ど
の
見
直
し
に
よ
る
無
駄
の
削
減
　

④
民
間
活
力
を
阻
害
す
る
各
種
規
制
を

撤
廃
し
、
民
間
に
で
き
る
こ
と
は
民
間

に
任
せ
成
長
に
繋
げ
る
。 
　
⑤
既
得
権
益

構
造
に
根
ざ
す
「
官
」
か
ら
「
民
」
へ

の
天
下
り
人
事
等
の
禁
止

 

（
4
）消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
措
置

 

（
一
）
消
費
税
10
％
へ
の
引
き
上
げ
と
同

時
に
、
低
所
得
者
対
策
と
し
て
軽
減
税

率
制
度
が
導
入
さ
れ
た
が
、
事
業
者
の

事
務
負
担
が
大
き
い
う
え
、
税
制
の
簡

素
化
、
税
務
執
行
コ
ス
ト
等
の
観
点
か

ら
問
題
が
多
い
。
国
民
や
事
業
者
へ
の

影
響
、
低
所
得
者
対
策
の
効
果
等
を
検

証
し
、
同
制
度
の
是
非
を
含
め
て
見
直

し
検
討
が
必
要
で
あ
る
。（
二
）
令
和
元

年
10
月
か
ら
消
費
税
が
10
％
へ
引
き
上

げ
ら
れ
、
令
和
5
年
10
月
か
ら
適
格
請

求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
）

が
導
入
さ
れ
る
。
そ
の
際
に
は
「
適
格

請
求
書
」
等
の
保
存
が
仕
入
税
額
控
除

の
要
件
と
な
る
。
し
か
し
、
免
税
事
業

者
か
ら
の
仕
入
れ
に
つ
い
て
は
、
仕
入

れ
税
額
控
除
が
で
き
な
く
な
る
が
、
制

度
の
内
容
が
広
く
理
解
さ
れ
て
い
る
と

は
言
い
難
い
。
導
入
前
に
お
け
る
十
分

な
制
度
の
周
知
が
必
要
で
あ
る
。（
三
）

シ
ス
テ
ム
改
修
や
従
業
員
教
育
な
ど
、

事
務
負
担
が
増
大
す
る
中
小
企
業
に
対

し
て
、
特
段
の
配
慮
を
求
め
る
。

 

（
5
）マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度

　 

昨
年
の
特
別
低
額
給
付
金
支
給
に
あ

た
っ
て
は
、
カ
ー
ド
を
利
用
し
た
オ
ン
ラ

イ
ン
申
請
に
比
較
し
て
郵
送
に
よ
る
申
請

の
方
が
簡
易
と
さ
れ
た
り
、
最
近
の
ワ
ク

群
馬
県
法
人
会
連
合
会

令
和
４
年
度 

税
制
改
正
要
望
ま
と
ま
る
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チ
ン
接
種
の
予
約
に
際
し
て
番
号
制
度
が

有
効
に
利
用
さ
れ
て
い
な
い
。
せ
っ
か
く

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
が
普
及
し
つ
つ
あ
る

の
だ
か
ら
運
用
す
る
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を

的
確
に
行
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
要
望
す

る
。
ま
た
、
制
度
の
的
確
な
運
営
の
た
め

「
国
民
大
多
数
の
カ
ー
ド
取
得
が
不
可
欠
」

で
あ
る
状
況
を
早
急
に
整
備
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。
カ
ー
ド
取
得
に
際
し
て
の

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
導
入
も
検
討
し
て
速

や
か
な
制
度
の
定
着
の
た
め
の
措
置
が
取

ら
れ
る
こ
と
を
要
望
す
る
。

■
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

 

（
1
）
中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置

一
、軽
減
税
率
適
用
所
得
の
引
き
上
げ

　
中
小
企
業
者
等
の
年
所
得
8
0
0
万

円
以
下
の
部
分
に
適
用
さ
れ
る
法
人
税

の
軽
減
税
率
15
％
（
本
則
課
税
19
％
）
の

適
用
期
限
が
２
年
間
延
長
さ
れ
た
が
、
依

然
と
し
て
租
税
特
別
措
置
法
に
よ
る
時

限
措
置
の
ま
ま
で
あ
り
本
則
化
す
べ
き

で
あ
る
。

　
ま
た
、
昭
和
56
年
以
来
8
0
0
万
円
以

下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率
の
適

用
所
得
金
額
を
少
な
く
と
も
2
，
0
0
0

万
円
程
度
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を
要
望

す
る
。

二
、法
人
税
率
の
軽
減
措
置

　
我
が
国
の
法
人
税
実
効
税
率
は
29.7
％
と

20
％
台
に
な
っ
た
が
、Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国

（
平
均
23.3
％
）、ア
ジ
ア
主
要
10
か
国（
平
均

22
％
）に
比
較
し
、
ま
だ
高
い
。産
業
の
空

洞
化
を
防
ぎ
、
か
つ
国
内
の
雇
用
確
保
と

域
内
の
経
済
活
性
化
に
資
す
る
た
め
法

人
課
税
実
効
税
率
の
さ
ら
な
る
引
き
下

げ
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

 

（
2
）事
業
承
継
税
制
の
拡
充

　
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
は
経

営
者
層
の
高
齢
化
も
進
み
、
技
術
の
伝

承
・
事
業
承
継
に
は
多
く
の
困
難
が
あ

る
。
関
連
法
規
を
整
備
し
事
業
承
継
の

推
進
を
図
ら
な
け
れ
ば
、
我
が
国
の
産

業
構
造
並
び
に
地
域
社
会
を
支
え
続
け

て
き
た
担
税
基
盤
が
損
な
わ
れ
る
こ
と

に
な
る
。
以
下
に
よ
り
、
さ
ら
な
る
見

直
し
が
必
要
で
あ
る
。

一
、
欧
州
主
要
国
の
よ
う
に
中
小
企
業

の
活
性
化
を
目
的
に
「
事
業
用
資
産
を

一
般
資
産
と
切
り
離
し
、
事
業
用
資
産

へ
の
課
税
を
軽
減
あ
る
い
は
免
除
す
る

制
度
の
創
設
」
を
求
め
る
。

二
、
生
前
贈
与
の
さ
ら
な
る
拡
充
や
納

税
猶
予
制
度
の
特
例
措
置
を
延
長
す
る

な
ど
、
弾
力
的
な
対
応
を
求
め
る
。

三
、
中
小
企
業
の
未
上
場
株
式
の
評
価

方
法
を
見
直
し
、
経
営
権
の
安
定
し
た

継
承
の
た
め
に
も
「
払
い
込
み
金
額
に

よ
る
評
価
（
旧
額
面
）」
と
す
べ
き
で

あ
る
。

 

（
3
）
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）支
援
の
充
実

　
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
た
経
済
構
造

の
転
換
・
好
循
環
の
実
現
を
図
る
た
め
、

企
業
の
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ

ー
シ
ョ
ン
（
Ｄ
Ｘ
）
に
向
け
た
投
資
促
進

税
制
が
創
設
さ
れ
た
。今
後
の
中
小
企
業

に
と
っ
て
、Ｄ
Ｘ
推
進
は
不
可
欠
の
こ
と

が
ら
で
あ
る
が
、
現
状
の
推
進
状
況
は
大

企
業
の
80
％
程
度
に
対
し
て
中
小
企
業

の
20
％
と
出
遅
れ
て
い
る
。「
2
0
2
5

年
の
崖
問
題
」
も
あ
り
、
中
小
企
業
に
と

っ
て
Ｄ
Ｘ
推
進
は
大
き
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。Ｄ
Ｘ
推
進
は
、
顧
客
管
理
・
業

務
の
効
率
化
・
Ｂ
Ｃ
Ｐ
対
応
・
働
き
方
改

革
な
ど
の
面
で
大
変
重
要
だ
が
、
中
小
企

業
に
と
っ
て
は
Ｉ
Ｔ
人
材
の
確
保
や
資

金
確
保
面
等
で
大
き
な
課
題
が
あ
り
、
こ

の
た
め
、
国
に
よ
る
一
層
の
支
援
を
求
め

る
。

■
地
方
の
あ
り
方

 

（
1
）地
方
創
生

　
地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、
新
た
な
創
業

支
援
等
だ
け
で
な
く
、
業
態
を
正
し
、
経

営
革
新
を
行
い
、
事
業
の
再
編
と
第
二
創

業
に
立
ち
向
か
う
中
小
零
細
企
業
承
継

に
は
新
た
な
支
援
が
必
要
で
あ
る
。社
会

構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
デ
ジ
タ
ル
化

の
課
題
も
あ
り
、
人
材
育
成
等
を
含
め
、

幅
広
く
、
手
厚
く
支
援
す
る
必
要
が
あ

る
。

 

（
2
）財
政
・
行
政
の
効
率
化

一
、窓
口
業
務
・
申
請
業
務
・
許
可
業
務

な
ど
は
、
市
町
村
ご
と
・
都
道
府
県
ご
と

に
書
類
の
規
格
が
統
一
さ
れ
て
お
ら
ず

煩
雑
で
あ
り
統
一
化
す
べ
き
で
あ
る
。

二
、
ネ
ッ
ト
の
利
用
促
進
と
と
も
に
、
自

治
体
間
の
業
務
連
携
等
を
推
進
し
、
道
州

制
も
視
野
に
入
れ
地
方
の
自
立
度
を
高

め
効
率
的
な
地
方
分
権
を
進
め
る
よ
う

検
討
が
必
要
で
あ
る
。

三
、
地
方
議
会
は
議
会
の
あ
り
方
見
直

し
、
大
胆
に
ス
リ
ム
化
す
る
と
と
も
に
、

よ
り
納
税
者
の
視
点
に
立
っ
て
、
行
政
に

対
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
果
た
す
べ
き

で
あ
る
。

四
、
地
方
公
務
員
給
与
は
国
家
公
務
員
給

与
と
比
べ
た
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
（
全
国

ベ
ー
ス
）
が
改
善
せ
ず
高
止
ま
り
し
て
お

り
適
正
な
水
準
に
是
正
す
る
必
要
が
あ

る
。

《
税
目
別
》

■
法
人
税
関
係

 

（
１
）役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
拡
充

　
現
行
制
度
で
は
役
員
給
与
の
損
金
算

入
の
取
扱
い
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
報
酬

等
の
改
定
に
は
厳
し
い
制
約
が
課
さ
れ

て
い
る
。役
員
給
与
は
本
来
、
職
務
執
行

の
対
価
で
あ
り
、
原
則
損
金
算
入
で
き
る

よ
う
に
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

 

（
2
）消
費
税
と
の
二
重
課
税
の
廃
止

　
消
費
税
と
二
重
課
税
と
な
っ
て
い
る

ガ
ソ
リ
ン
税
・
酒
税
等
は
即
刻
廃
止
す

べ
き
で
あ
る
。
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（
3
）自
動
車
関
係
諸
税

　
ガ
ソ
リ
ン
税
を
含
む
自
動
車
関
係
諸

税
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
に
み
て
も
過
重

な
負
担
と
な
っ
て
お
り
、
軽
減
化
・
簡
素

化
を
要
望
す
る
と
と
も
に
将
来
的
に
は

道
路
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用
等
の
大
幅

な
増
加
が
予
想
さ
れ
る
中
で
「
道
路
特
定

財
源
に
戻
す
こ
と
」
を
含
め
て
議
論
が
必

要
で
あ
る
。

 

（
4
）印
紙
税
の
廃
止

　
売
上
代
金
に
係
る
受
取
書
の
印
紙
税

非
課
税
額
が
3
万
円
未
満
か
ら
5
万
円

未
満
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
な
ど
、
過
去
の

法
人
会
の
要
望
は
実
現
し
て
き
た
。し
か

し
な
が
ら
、Ｉ
Ｔ
化
が
進
展
す
る
中
、

〝
紙
〞の
文
書
に
課
税
、
電
子
取
引
に
非
課

税
と
い
う
事
態
が
生
じ
て
お
り
、
印
紙
税

自
体
が
不
合
理
で
不
公
平
な
税
制
に
な

り
つ
つ
あ
る
。早
急
に
制
度
自
体
の
撤
廃

を
視
野
に
入
れ
た
見
直
し
が
必
要
で
あ

る
。

 

■
個
人
所
得
税

 

（
１
）年
金
課
税
の
廃
止

　
公
的
年
金
等
控
除
が
縮
小
・
廃
止
の

方
向
で
議
論
が
行
わ
れ
て
お
り
、
年
金
課

税
が
強
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

年
金
は
高
齢
世
代
に
と
っ
て
、
老
後
生
活

の
糧
と
な
る
重
要
な
収
入
で
あ
る
。特
に

65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
受
け
取
る
年
金

に
か
か
る
負
担
は
増
大
す
る
。年
金
課
税

は
速
や
か
に
廃
止
す
べ
き
で
あ
る
。

 

■
地
方
税
関
係

 

（
１
）
固
定
資
産
税
の
評
価
方
法
等
の
見

直
し

　
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
地
価
の

下
落
に
も
か
か
わ
ら
ず
地
価
実
勢
等
か

ら
見
て
も
税
負
担
が
重
く
な
っ
て
お

り
、
評
価
方
法
や
課
税
方
式
の
抜
本
的

な
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

　
加
え
て
事
業
用
資
産
へ
の
課
税
は
廃

止
を
含
め
て
見
直
し
す
る
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
家
屋
に
つ
い
て
は
、
耐
用

年
数
を
は
る
か
に
経
過
し
た
も
の
が
か

な
り
の
評
価
額
を
構
成
し
て
い
る
。
再

取
得
価
格
方
式
に
よ
り
評
価
し
て
い
る

が
、
評
価
方
法
の
見
直
し
を
検
討
す
る

必
要
が
あ
る
。

 

（
2
）事
業
所
税
の
廃
止

　
事
業
所
税
は
固
定
資
産
税
と
二
重
課
税

的
性
格
を
有
す
る
と
と
も
に
、
中
核
都
市

（
人
口
30
万
人
以
上
）
等
だ
け
に
課
税
さ

れ
る
な
ど
、
課
税
対
象
と
な
る
基
準
等
が

不
公
平
で
あ
り
廃
止
を
求
め
る
。

《
そ
の
他
》

 

（
１
）電
子
申
告
・
電
子
納
税

　
大
規
模
法
人
の
電
子
申
告
が
義
務
化

さ
れ
た
が
、
さ
ら
に
利
用
者
の
事
務
軽

減
を
図
る
べ
く
、
国
税
と
地
方
税
を
同

じ
シ
ス
テ
ム
で
電
子
申
告
・
納
税
で
き

る
よ
う
ｅ

-

Ｔ
ａ
ｘ
と
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
の
規
格

統
一
を
検
討
し
、
電
子
申
告
制
度
の
充

実
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
　

　
ま
た
、
電
子
申
告
・
電
子
納
税
の
更

な
る
利
用
促
進
に
向
け
て
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
と
し
て
の
法
人
・
個
人
に
対
す
る

恒
常
的
な
税
額
控
除
制
度
等
の
創
設
を

求
め
る
。

 

（
2
）環
境
問
題
に
対
す
る
教
育
の
充
実

　
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
概
念
が
普
及
し
、
環
境
保

全
・
脱
炭
素
社
会
へ
の
意
識
が
高
ま
っ
て

き
て
い
る
。
企
業
に
対
す
る
「
省
エ
ネ
再

エ
ネ
高
度
化
投
資
促
進
税
制
」・「
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
投
資
促
進
税
制
」・「
二

酸
化
炭
素
排
出
抑
制
対
策
事
業
費
等
補
助

金
」
な
ど
政
策
面
で
の
取
り
組
み
・
整
備

が
始
ま
り
つ
つ
あ
る
。
一
方
、
永
続
的
な

環
境
保
全
の
重
要
さ
を
国
民
が
共
有
し
意

識
を
高
め
る
た
め
の
「
教
育
や
啓
発
の
実

践
」
も
重
要
で
あ
る
。

　
法
人
会
で
は
、
子
供
た
ち
に
税
の
仕
組

み
や
使
途
を
理
解
し
て
も
ら
う
た
め
の

「
租
税
教
育
活
動
」
を
実
践
し
て
い
る
が
、

次
代
を
担
う
子
供
た
ち
が
「
2
0
5
0
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」
実
現
を
め
ざ

し
、
環
境
問
題
に
対
す
る
興
味
・
関
心
を

高
め
ら
れ
る
よ
う
、
教
育
現
場
に
お
け
る

「
環
境
教
育
」
に
つ
い
て
も
充
実
さ
れ
る

よ
う
要
望
し
た
い
。

 

（
3
）環
境
問
題
に
対
す
る
税
制
上
の
対
応

　
温
暖
化
等
地
球
環
境
は
悪
化
の
一
途

を
た
ど
っ
て
い
る
が
、
豊
か
な
自
然
環

境
は
貴
重
な
財
産
で
あ
る
。
特
別
法
人

税
と
し
て
「
水
源
税
」
を
創
設
し
、
豊
か

な
水
資
源
を
守
り
確
保
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

 

（
4
）少
子
化
対
策

　
晩
婚
率
、
未
婚
率
の
高
さ
、
出
生
率

の
低
さ
が
少
子
化
の
理
由
と
言
わ
れ
る

が
、
現
在
行
わ
れ
て
い
る
対
策
は
、
子

育
て
支
援
が
中
心
で
あ
る
傾
向
が
強
い

と
思
わ
れ
る
。

　
先
進
各
国
の
良
い
制
度
を
採
り
入
れ
、

子
育
て
支
援
と
並
行
し
て
、
晩
婚
と
未

婚
の
対
策
が
必
要
で
あ
る
。
低
所
得
者

の
未
婚
率
の
高
さ
を
鑑
み
、
税
制
面
か

ら
も
結
婚
適
齢
世
代
が
結
婚
し
、
子
供

を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
社
会
づ

く
り
と
環
境
づ
く
り
が
必
要
で
あ
る
。

 

（
5
）提
言
の
あ
り
方

　
昨
年
の
コ
ロ
ナ
禍
発
生
当
初
に
お
い

て
、
早
い
段
階
で
多
く
の
経
済
団
体
か
ら

経
済
・
税
制
に
対
す
る
〝
緊
急
提
言
〞
が

発
信
さ
れ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
全
国
会
員
か

ら
の
意
見
集
約
を
し
た
上
で
の
提
言
発
信

が
筋
で
は
あ
る
が
、
全
法
連
と
し
て
も
、

税
制
小
委
員
会
を
中
心
に
意
見
を
ま
と
め

「
税
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
リ
ー
ダ
ー
」
を
標
榜

す
る
法
人
会
と
し
て
何
ら
か
の
発
信
を
な

す
べ
き
で
あ
っ
た
と
も
考
え
ら
れ
る
。

　
ま
た
、
法
人
会
が
中
小
企
業
の
声
を
発

信
す
る
組
織
で
あ
る
こ
と
を
よ
り
積
極
的

に
、
よ
り
強
く
ア
ピ
ー
ル
す
る
た
め
「
税

制
改
正
要
望
大
会
」
の
復
活
を
引
き
続
き

強
く
要
望
す
る
。
　
　
　
　
　
　
以
上
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寒いアウトドア活動も快適に
過ごしたいすべての人のために

いつの時代にも新鮮で

お見積り無料

〒376-0027 桐生市元宿町 3-20
TEL 0277-46-3415
FAX 0277-46-3419

Mail  info@saien-marunaka.comURL  https://saien-marunaka.com
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 租税教育活動の一環として、わが国の将来を担う子供たちに税を正しく認識してもらうとともに、図工学習にも貢献する
ため、桐生法人会女性部会が主体となり、小学生を対象に「第11回税に関する絵はがきコンクール」を実施し、本活動の趣旨に
沿った優秀な作品を表彰します。
 この事業推進においては、桐生税務署、管内租税教育推進協議会、関東信越税理士会桐生支部、桐生市・みどり市、桐生市・
みどり市教育委員会の指導・協力を得て実施いたします。

【主幹】公益社団法人桐生法人会女性部会
【後援】 国税庁、桐生市、みどり市、桐生市教育委員会、みどり市教育委員会、管内租税教育推進協議会、関東信越税理士会桐生支部
【対象】桐生市・みどり市の小学生４～６年生　【作品】税をテーマとした絵画（はがき大）

新入会員紹介
（令和2.10.1～令和3.9.30） （順不同・敬称略）

企 業 名 住　　所代 表 者

「税に関する絵はがきコンクール」開催

本事業は女性部会（租税教育委員会）が推進して参ります。ご協力をお願い申し上げます。

㈲桒原鉄工
大友労務管理事務所
医療法人MＳＯ
㈱匠研磨
㈲坂口塗装工業
ＩＤｅＡ合同会社
桐生ものづくり協同組合
㈱アイヒューマン
㈱オオガ
合東宮建設

桐生市新里町新川751
みどり市大間々町大間々138－3
みどり市大間々町大間々566－1
桐生市相生町3－487－5
みどり市笠懸町阿左美3366－4
桐生市新里町新川1181－4
桐生市永楽町6－6
桐生市相生町2－1048－6
桐生市東6－6－64
みどり市大間々町桐原798－1

桒原　芳男
大友　一之
加藤　　努
松井　豊廣
坂口　幸晴
井田　泰彦
岡部　利明
石井　孝典
大賀　　務
東宮　潤往

業　種

鉄鋼業
社会保険労務士事務所
歯科診療所
金属製品製造業
塗装工事業
経営コンサルタント業
協同組合
その他小売業
屋外広告業
一般土木建築工事 外構工事業



群馬支社/

TEL 027-223-5260

群馬支店/

TEL 027-223-5771
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